
                       独立行政法人日本学生支援機構  

                            平成16年規程第49号  

                       最近改正 平成28年規程第26号  

 

 帰国外国人留学生研究指導事業実施規程を次のように定める。 

 平成16年10月８日 

              独立行政法人日本学生支援機構           

                    理事長   北 原 保 雄      

 

   帰国外国人留学生研究指導事業実施規程 

 

 （目的） 

第１条 この規程は，独立行政法人日本学生支援機構（以下「機構」という。）の業

務方法書（平成16年４月１日文部科学大臣認可）第40条第４号に掲げる業務として

実施する帰国外国人留学生研究指導事業についての基本的な事項を定め，もってこ

の事業の実施について適正かつ確実な運営を図ることを目的とする。 

 （事業の目的） 

第２条 この事業は，我が国における留学を終了し，帰国後，自国の大学等高等教育

機関及び学術研究機関（以下「大学等」という｡）で教育，研究活動に従事してい

る者（以下「帰国留学生」という｡）に対し，我が国における留学時の指導教員を

現地に派遣して行わせる研究指導，並びに，研究者及び学生等に対するセミナーの

開催等の事業（以下「研究指導事業」という｡）の実施を，機構が支援することに

より，帰国留学生の教育，研究能力を高めるとともに，その他研究者等に対する有

益な情報の提供を通じて，現地の研究者との学術交流の推進及び我が国への留学促

進に寄与することを目的とする。 

 （研究指導事業の内容） 

第３条 研究指導事業の範囲は，帰国留学生が我が国に留学していた際の指導教員が，

当該帰国留学生の研究指導者となり，７日間以上10日間を限度として，当該帰国留

学生が教育，研究活動に従事している大学等において研究指導を行うことのほか，

次の各号に掲げる事業を実施することとする。 

 (1) 帰国留学生その他の研究者等を対象とする専門分野の研究に関して，外国の大

学等が主催するセミナーへの主たる参加，協力及び研究情報の交換 

 (2) 一般学生を対象とする専門分野に関する特別講義 

 (3) 研究者又は一般学生を対象とする我が国の高等教育機関等に関する教育事情の

紹介及び情報提供 

 (4) 大学間の学術，教育交流等に関する国際交流担当者との意見交換 

 （研究指導者） 

第４条 研究指導事業により派遣し研究指導等を行わせる者（以下「研究指導者」と

いう｡）は，帰国留学生が我が国へ留学していた際の指導教員（現在，我が国の大
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学（短期大学を除く。）の教員であるものに限る。）とする。 

 （対象帰国留学生） 

第５条 研究指導事業により研究指導者の派遣を受けることができる資格を有する帰

国留学生（以下「対象帰国留学生」という｡）は，次の各号に掲げる条件の全てを

満たすものとする。 

 (1) 我が国での留学について，出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）

の別表第１の４の在留資格の欄に掲げる｢留学｣を取得していたこと。 

 (2) 我が国の大学院を修了又は単位取得満期退学していること。 

 (3) 帰国後５年未満であること。 

 (4) 現在，自国の大学等で教育，研究活動に従事していること（別に定める国・地

域からの留学生であった者に限る。）。 

 （申請手続） 

第６条 研究指導者としての派遣を希望する者は，別に定める関係書類を取りまとめ

のうえ，その所属する大学の長（以下「所属大学の長」という。）を通じて理事長

に申請するものとする。 

 （候補者の推薦） 

第７条 所属大学の長は，前条の申請があったときは，申請に係る帰国留学生につい

て，第５条に規定する資格の有無を審査のうえ，研究指導者として派遣する候補者

を理事長に推薦するものとする。 

 （選考及び決定） 

第８条 理事長は，前条による推薦があった候補者について，組織運営規程（平成16

年規程第10号）第30条の規定に基づき別に設置する留学生交流事業実施委員会の審

議を経て，研究指導事業実施のために派遣する研究指導者を決定し，所属大学の長

を通じて本人へ通知する。 

 （経費の支給） 

第９条 研究指導事業を支援するため，研究指導者に渡航旅費，帰国旅費，滞在費，

研究指導経費（派遣先における研究指導に要する経費をいう。）を支給する。 

２ 渡航旅費及び帰国旅費の支給額は，研究指導者が所属する大学の最寄り空港と対

象帰国留学生が所属する外国の大学等の最寄り空港との間の最も経済的な経路によ

る下級航空運賃とする。 

３ 滞在費として日額 16,000 円を支給する。 

４ 研究指導経費として機構が認めた経費を支給する。ただし，上限は 100,000 円と

する。 

（経費の支給方法） 

第 10 条 研究指導者は，別に定める関係書類により，渡航旅費及び帰国旅費の支給

を理事長に申請するものとする。 

２ 理事長は，前項の申請に基づき，機構が指定する旅行代理店を通じて，渡航及び

帰国航空券を本人に支給する。 
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３ 研究指導者は，別に定める関係書類により，滞在費及び研究指導経費の支給を理

事長に申請するものとする。 

４ 理事長は，前項の申請を受け，必要と認める経費を本人に支給する。 

（旅費を支給しない場合） 

第 11 条 研究指導者が次の各号のいずれかに該当する場合，当該各号に定める旅費

を支給しない。 

(1) 機構以外の他の機関から旅費の支給を受けるとき 渡航旅費及び帰国旅費 

(2) 研究指導実施終了後，直ちに帰国しないとき 帰国旅費 

（滞在費を支給しない場合） 

第 12 条 研究指導者が次の各号のいずれかに該当する場合，滞在費の全部又は一部

を支給しない。 

(1) 機構以外の他の機関から滞在費の支給を受けるとき 

(2) 病気その他本人の都合により研究指導期間を変更したとき 

２ 理事長は，研究指導者が前項各号のいずれかに該当する場合であって，すでに滞

在費を支給しているときは，前項に該当する期間に相当する分の滞在費を返納させ

るものとする。 

（研究指導経費を支給しない場合） 

第 13 条 研究指導者が次の各号のいずれかに該当する場合，研究指導経費の全部又

は一部を支給しない。 

(1)  計画書及び報告書の内容に妥当性が見られなかったとき  

(2) 計画書に記載の内容から大幅な変更があったとき  

２ 理事長は，研究指導者が前項各号のいずれかに該当する場合であって，すでに研

究指導経費を支給しているときは，前項に該当する部分に相当する分の研究指導経

費を返納させるものとする。 

 （経費の精算及び実施報告） 

第14条 研究指導者は，帰国後速やかに，別に定める関係書類により，研究指導事業

に係る経費の精算を行うとともに，研究指導事業の実施結果等について取りまとめ，

理事長に報告するものとする。 

（支給の打切り及び返納） 

第 15 条 研究指導者に，研究指導事業を実施する上で不適切な事態が認められる場

合には，理事長は経費の支給を打ち切り，必要に応じて全部又は一部を返納させる

ことができる。 

 （雑則） 

第16条 この規程に定めるもののほか，研究指導事業の実施に関し必要な事項は，別

に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

 この規程は，平成16年10月８日から施行し，平成16年４月１日から適用する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成20年規程第12号） 抄 
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（施行期日） 

１ この規程は，平成20年４月15日から施行し，平成20年４月１日から適用する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成20年規程第24号） 

（施行期日） 

１ この規程は，平成 20 年 11 月 19 日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規程の施行期日前に，すでに研究指導者として決定された者については，な

お従前の例による。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成22年規程第７号） 

 この規程は，平成 22 年４月１日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成22年規程第30号） 

（施行期日） 

１ この規程は，平成 22 年９月 30 日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規程の施行期日前に，すでに研究指導者として決定された者については，な

お従前の例による。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成28年規程第26号） 

この規程は，平成 28 年 10 月 26 日から施行する。 
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